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要旨 

第１章 序論と本研究の目的 

 1980 年代まで、終身雇用・年功序列型賃金、企業内教育などの特徴を備えた会社主義的

な共同体として機能していた日本企業は、バブル崩壊以降、経済低迷の長期化によってそ

の機能が弱まり、市場競争も激化したことから、組織のスリム化を断行し、能力主義をよ

り重視することとなった(西部,2004; 小豆川・吉田, 1999)。山岡(2006)は、このような大き

な変化の流れにおいて、従業員と組織の交換関係や心理的関わり合いに何らかの動態的な

変容が生じていると論じている。高橋・河合・永田・渡部(2008)は，従業員と組織間の交

換の不均衡および信頼の低下が生じており、その要因の一つに、個人の成果を重視するこ

とで企業の効率化を図るために導入された成果主義を挙げている。成果主義賃金制度の導

入そのものは労働意欲に影響を与えないが(大竹・唐渡, 2003)、評価基準や制度の変更など

について従業員に明確な説明がされていない、成果をあげるための自由裁量権は与えられ

ずに成果だけ求められるといった場合には、従業員の会社への不公正感や不信感が高まる

ことが報告されている(津崎・倉田・荒井, 2008)。2001 年の日欧米企業実態調査では、「上

司を信頼できる」、「人事評価について上司から十分な説明がある」、「同僚を信頼できる」、

「職場は温かくなじみやすい」と回答した欧米企業従業員はそれぞれ 71%、60%、76%、

80%であったのに対し、日本企業従業員の回答は 45%、35%、46%、48%であった(佐久間, 

2003)。高橋ら(2008)は、このような現代の職場環境を「不機嫌な職場」と表し、協力関係

を阻害する企業風土の蔓延，現場と管理職の狭間で疲弊する中間管理職の問題、生産性や

創造性の低下といった問題を指摘している。また鈴木(2003)は、成果主義に伴う不公正処

遇が従業員のストレスやメンタルヘルスの危機を引き起こしている原因の１つであると指

摘している。労働者のメンタルヘルス問題は、近年増大しており、自殺や抑うつが増加傾

向にあることが報告されている(中尾, 2004)。平成 19 年厚生労働省「労働者健康状況調査」

によれば、58.0％の労働者が仕事や職業生活で強い不安、悩み、ストレスを感じている。

2006 年(財)社会経済生産性本部「メンタルヘルスの取り組み」調査では、61.5%の企業が過

去３年間に「心の病」が増加したと回答している。「心の病」の増加傾向は、職場のコミュ

ニケーション機会が減少したと回答した 60.1%の企業では 71.8%にのぼり、コミュニケー

ションが減少していないと回答した企業の「心の病」増加割合 46%に比べて 25.8%高い結

果が示された。また 2008 年度の同調査では、「心の病」の増加傾向は、「組織・職場とのつ

ながりを感じにくくなってきている」に YES と回答した 58.0%の企業では、63.5%にのぼ

り、NO と回答した企業の増加割合 43.8%に比べて約 20%高い結果が示され、コミュニケー

ションの不足や組織・職場に対する所属感の低下が「心の病」に関連していることが示唆
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された。従業員の所属感の低下は、従業員の会社への帰属意識と仕事への熱意を表す「エ

ンゲイジメント」の実態からも読み取れる。2005 年に実施された従業員エンゲイジメント

国際調査では，「仕事に熱意があり、会社に対する忠誠心が高い(Engaged)」日本人従業員

は 9%で調査対象となった 14 カ国のうちシンガポールと並んで最低であり，「熱意がなく、

ただ時間を過ごしているだけ (Not-engaged)」が 67%，「熱意も忠誠心もなく、他者の仕事

を阻害する(Actively disengaged)」は 24%であった 。調査実施会社は，これら 24%の非生産

的な従業員による経済的損失を年間約 21.5 兆円と推定している(The Gallup Organization, 

2005)。 

 以上の社会的背景から、従業員と組織の関係が従業員のエンゲイジメントと健康に負の

影響を与えている可能性が考えられるが、従来の職業性ストレス研究では，個人の職務に

関連するストレッサーを中心に研究が行われており(原谷・川上, 2000)、従業員と組織の関

係や組織風土などのマクロな概念が、従業員の Well-Being とどのような関連があるのかに

ついて検討した研究は少ない。本研究では、組織が従業員にとって社会生活の場である職

場共同体として機能していることを捉え、社会的意味合いにおける従業員と組織の関係が

従業員のエンゲイジメントおよびメンタルヘルスに影響を与えると仮定し、そのメカニズ

ムを明らかにする。その際に、従業員と組織の社会的交換関係を表す概念として組織サポ

ートを用いる。そして、組織サポートが従業員の Well-Being にポジティブに作用する場合

のメカニズムを説明する概念として、従業員のポジティブな自己概念である組織内自尊感

情に着目する。同時に、組織サポートが従業員 Well-Being に ネガティブに作用する場合の

メカニズムを説明する概念として、従業員の組織に対するネガティブな態度を表す組織シ

ニシズムに着目する。この場合の従業員 Well-Being は、「従業員が心身ともに健康でポジテ

ィブに仕事に取り組んでいる状態」と定義され、心身の健康は、抑うつ傾向と身体愁訴の

程度で表される。本研究では、組織内自尊感情と組織シニシズムを測定する尺度を開発し、

Figure 1-1 に示した仮説モデルの検証を行う。さらに、その結果を踏まえながら、従業員

Well-Being の向上を図る介入案の探索的検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 1-1 従業員のWell-Being仮説モデル 
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第２章 先行研究のレビュー 

1) 組織サポート 

 近年研究が進んでいる従業員と組織の関係(Employee and Organization Relationship:以下

EOR)は、社会的交換をその主要な概念的枠組みとしている(Coyle-Shapiro & Shore, 2007)。

EOR は，従業員が組織にとって有益となる職務関連行動に従事し，組織はその見返りに，

資源やサポートを提供するといった互恵的交換と定義づけられる。組織が従業員に提供す

る社会交換資源には、従業員が組織に評価されている，威厳を込めて扱われているといっ

たメッセージを発する社会情緒的資源が挙げられる(Cropanzano & Mitchell, 2005)。組織が

従業員の貢献をどのぐらい評価してくれるか，彼らの Well-Being をどのぐらい配慮してい

るかに対する従業員の知覚である組織サポートは、EOR 研究の主要な概念である

(Eisenberger, Huntington, Hutchison, & Sowa, 1986)。 

2) 組織内自尊感情 

 組織内自尊感情は、個人が組織の成員として自己を有能で価値ある重要な存在と捉える

度合いと定義される、ポジティブな自己概念である(Pierce, Gardner, Cummings, & Dunham, 

1989)。Pierce et al. (1989) が組織文脈に特有の自尊感情として組織内自尊感情を提唱して以

降、経営・組織科学の領域において、米国を中心に十数カ国で研究が重ねられてきた。こ

れまでに、従業員の職務態度や職務行動、業績などにポジティブな影響をもたらすことが

確認されている(Pierce & Gardner, 2004)。また、組織サポートと組織内自尊感情の関連が報

告されており、従業員が組織サポートを組織が発信するポジティブなメッセージとして受

け止めることで、自己評価が高まることが確認されている(Elloy, 2005)。 

3) 組織シニシズム 

 従業員の不信感が蔓延する職場現象を説明する概念として提唱された組織シニシズムは、

概して組織に対する従業員の否定的な態度と定義されており，組織シニシズムが組織コミ

ットメントや職務満足感に負の影響を与えることが確認されている。また、組織との社会

的交換関係の侵害がその主たる規定要因として報告されており(Andersson, 1996; Dean, 

Brandes, & Dharwadkar, 1998)、組織サポートと組織シニシズムの関連を調べた研究では，従

業員が認知する組織サポートが低下した際に組織シニシズムが高まることが報告されてい

る(Byrne, & Hochwarter, 2008)。 

3) ワーク・エンゲイジメント 

 ワーク・エンゲイジメントは，Schaufeli, Salanova, González-Romá, and Bakker (2002) が先

に述べた従業員のエンゲイジメントを発展させ、労働生活の質改善，安全の保護と促進，

労働者の健康や Well-Being 等の課題に心理学を応用する産業保健心理学の領域で提唱した
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概念である(Adkins, 1999; Macik-Frey, Quick, & Nelson, 2007; Quick, 1999; Bakker, Schaufeli, 

Leiter, & Taris, 2008)。近年、組織内自尊感情が「仕事に関連するポジティブで充実した状

態であり、活力・献身・没頭で特徴づけられる」ワーク・エンゲイジメントを高める強力

な要因であることが報告されている(例えば Mauno Kinnunen, & Ruokolainen, 2007)。 

4) 「健康組織」介入研究の動向 

 これまで、従業員の健康と組織の業績は相反するものと考えられてきたが、近年は、従

業員の健康や満足感と職場の業績や生産性は両立が可能なだけでなく、両者は相互に作用

し強化しあう関係であるという考えから、「組織の健康」や「健康組織」といった概念が提

唱されている(原谷・川上, 1999; Sauter et al., 1999)。これらの概念では、組織の効率は利益

や生産性といった業績に留まらず、従業員の Well-Being も含むものとして位置づけられる 

(Grawitch, Gottschalk, & Munz, 2006)。これまで、従業員のメンタルヘルス対策は個人のスト

レスマネジメントに焦点を当てた介入研究が中心であったが(小川, 2009; Sauter & Murphy, 

1995)、「組織の健康」増進には、個人要因と組織要因の動的な相互作用がどのように組織

の人的資源の最適化に影響するかが重要視される(DeJoy & Wilson, 2003)。この領域の介入

研究は緒に就いたばかりで、本邦においても「組織の健康」理論の理解とその実践に着手

することが求められている(原谷, 2006; 小川, 2009)。 

 

第３章 研究１ 日本語版組織内自尊感情尺度の妥当性・信頼性の検討 

 研究１では、Pierce et al.(1989)による Organization-based self-esteem (OBSE) Scale 日本語版

を作成し、その妥当性と信頼性の検証を行った。研究 1-1 では、OBSE Scale を邦訳し、確証

的因子分析によって原版と同じ 1 因子構造が確認された。また Cronbach の α 係数による内的整

合性と再検査による安定性を検証した結果、高い信頼性が得られた。従って 1 因子 8 項目から

なる日本語版組織内自尊感情(OBSE-J)尺度を最終版とした。研究 1-2 では、新たなサンプルを

用いて確証的因子分析を行った結果、OBSE-J の因子構造再現性と性別による測定不変性が確

認された。OBSE-J の概念的妥当性検証については、第２章の先行研究レビューで OBSE と関

連が見られた概念を用いて、OBSE-J の法則定立的ネットワーク(Nomological Network: 以下

NNW)を構築し、NNW に含まれる概念と OBSE の関連によって OBSE-J の妥当性を検討し

た結果、OBSE-J の収束的、弁別的妥当性が確認された。さらに、共分散構造分析を用いて OBSE-J

の基準関連妥当性を検討した結果、OBSE は、その規定要因として仮定した職務複雑性、組織

サポート、結果要因として仮定した職務満足感、組織市民行動、ワーク・エンゲイジメントの

いずれとも、仮説を支持するポジティブな関連を示した。以上から、OBSE-J は、因子的妥当

性、構成概念妥当性、基準関連妥当性、信頼性を備えた尺度であることが確認された。 
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第４章 研究２ 日本版組織シニシズム尺度の妥当性・信頼性の検討 

 研究２では、日本版組織シニシズム尺度を作成し、その妥当性・信頼性の検証を行った。

研究 2-1 では、第２章の先行研究レビュー結果をもとに、組織シニシズムを認知・感情・行動・

知覚で構成される従業員の組織に対する否定的な態度として概念化し、演繹的手法を用いて尺

度項目を作成した。因子分析の結果、組織シニシズムを構成する 4 つの下位概念を反映す

る 4 因子が抽出され、それぞれ「組織に対する疑念」「組織に対する負の感情」「組織に対

する批判的構え」「冷やかな職場」と命名された。組織シニシズムがネガティブな心理特性

を表すことから、回答者の負担を軽減する目的で項目数を最小限とし、各因子から 3 項目、

計 12 項目を選定した。各因子は高い内的整合性を示した。確証的因子分析を用いて 4 因子

構造を検証した結果、4 つの下位概念を 1 次因子、組織シニシズムを 2 次因子とする高次

なモデルが最も良い適合度を示したことから、2 次因子構造を持つ 4 因子 12 項目の日本版

組織シニシズム尺度を最終版とした。研究 2-2 では、新たなサンプルを用いて組織シニシズ

ム尺度の因子構造再現性と性別による測定不変性が確認された。概念的妥当性の検証には、

研究１と同様に、組織シニシズムとその関連概念を用いて NNW を構築した。確証的因子分

析の結果、組織シニシズムの弁別的妥当性が確認された。さらに共分散構造分析の結果、組

織シニシズムは、その規定要因として仮定した組織公正性と組織サポート、結果要因として仮

定した職務満足感および組織市民行動と負の関連を示し、ネガティブ感情と強い正の関連を示

した。以上から、日本版組織シニシズム尺度は、因子的妥当性、構成概念妥当性、基準関連妥

当性、信頼性を備えた尺度であることが確認された。 

  

第５章 研究３ 従業員のWell-Being仮説モデルの検証 

 研究３では、研究１と研究２で尺度の妥当性と信頼性が確認された組織内自尊感情と組

織シニシズムに加え、従業員と組織の関係を表す組織サポート、組織サポートを規定する

上司サポート、従業員 Well-Being を構成するワーク・エンゲイジメントと憂うつ感、身体

愁訴を従業員 Well-Being 仮説モデルに含め、14 の仮説を用いて共分散構造分析によってモ

デルを検証した。モデルは高い適合度を示し、以下の結果が得られた。従業員が知覚する

組織のサポートは、組織内自尊感情に中程度の正の関連を示し、組織シニシズムにより大

きな負の関連を示した。一方、上司サポートは、組織シニシズムに負の関連を示したがそ

の影響力は小さく、組織内自尊感情には有意な関連を示さなかった。このことから、組織

文脈に特有な従業員のポジティブおよびネガティブ心理特性には、上司のサポートではな

く、組織が従業員をどのように気遣っているかの度合いが大きな影響要因であることが明

らかになった。つまり、本研究のモデルでは、従業員と組織の間の社会的交換が対人的な
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社会的交換よりも重要な意味を持つことが示された。本研究のモデルにおける上司サポー

トは、組織サポートを高める強い規定因であることが示され、上司が組織を代表するエー

ジェントとして機能し、従業員は上司の行動を組織の行動として捉えるといった先行研究

を支持する結果であった。組織内自尊感情は、ポジティブな仕事との関わりであるワーク・

エンゲイジメントに正の関連を示し、その影響力は、組織シニシズムのワーク・エンゲイ

ジメントに対する負の関連の約 3 倍であった。従って、ワーク・エンゲイジメントの向上

には、組織内自尊感情を高めることが有効であることが示された。一方、心身の健康との

関連においては、組織シニシズムは憂うつ感に強い正の関連を示し、その影響力は、組織

内自尊感情の憂うつ感に対する負の関連の約 2 倍であった。また、組織シニシズムは身体

愁訴に正の関連を示したが、組織内自尊感情は有意な関連を示さなかった。従って、憂う

つ感と身体愁訴を低下させ心身の健康を高めるためには、組織シニシズムの低減が有効で

あることが示された。ワーク・エンゲイジメントが憂うつ感に弱い負の関連を示し、身体

愁訴に関連を示さなかった結果には、心身の健康に対する組織シニシズムのより大きな直

接効果が影響したと考えられる。組織内自尊感情と組織シニシズムの間には有意な関連は

見られず、２つの概念は互いに影響を及ぼすことなく、独立して従業員の Well-Being に影

響をもたらすことが明らかになった。また研究３では、従業員 Well-Being モデルにおける

職位の影響が見られ、その影響は、年齢を調整した後も有意であった。役職を持たない一

般社員は、役職者と比べて組織サポートと組織内自尊感情が有意に低く、また一般社員は

部長・次長と比べて組織シニシズムが高く、ワーク・エンゲイジメントが低く、憂うつ感

が高いことが明らかになった。これらの結果から、一般社員の組織サポートを強化する必

要があり、それによって組織内自尊感情を向上させ、組織シニシズムを低減させる介入の

必要性が示唆された。 

 

第６章 研究４ 従業員Well-Beingの向上を図る介入案作成の試み 

 研究４では、研究３の結果および先行研究の知見をもとに、組織コミュニケーションの

向上による組織サポートの強化に着目し、「健康組織」を視野に入れた従業員 Well-Being

介入案の作成を試みた。第１部では、国外で使用頻度の高い組織コミュニケーション満足

度尺度(CSQ と CSQ-2)を邦訳し、組織サポートと組織コミュニケーションの関連を探索的

に検討した。因子分析の結果、CSQ 尺度から「自己に関わる情報満足度」「上司との関係

満足度」の 2 因子、CSQ-2 尺度から「経営層に対する満足度」「同僚に対する満足度」の 2

因子がそれぞれ抽出された。各因子は高い内的整合性を示した。一般社員は、部長・次長

と比べて「経営層に対する満足度」を除く３つの満足度において有意に低い得点を示した。
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コミュニケーション満足度が組織サポートに与える影響について階層的重回帰分析を行っ

た結果、自己に関わる情報満足度と経営層に対する満足度が組織サポートに有意な関連を

示したが、上司との関係満足度、同僚に対する満足度は、組織サポートに関連を示さなか

った。一方、上司との関係満足度は自己に関わる情報満足度に大きな影響力を示し、自己

に関わる情報満足度は、経営層に対する満足度と組織サポートの関係を部分的に媒介する

ことが示された。これらの結果から、組織サポートの強化を図る際に、従業員に関わる情

報の提供、経営層の従業員との関わり、情報提供に影響する上司との関係に着目する必要

性が示された。第２部では、介入案を作成する際に、第１部の結果で示唆された組織コミ

ュニケーションの側面と上司の組織エージェント機能を強化するには、組織の学習を促す

アクション・ラーニング手法を取り入れることが有効であると論じた。そして介入の具体

案を作成し、最後に介入実施にあたって課題となる要因について言及した。 

 

第７章 総合考察 

本研究では、従業員と組織の社会的交換関係という従来よりもマクロな概念が従業員の

Well-Being に影響をもたらすことが明らかになった。そしてその関係には、組織内自尊感

情を介在したポジティブなメカニズムと、組織シニシズムを介在したネガティブなメカニ

ズムが、それぞれ独立して機能することが明らかになった。また、従業員と組織の関係と

いう組織文脈の中では、上司は組織を代表するエージェントとして機能することが明らか

になった。これらの結果は、個人の職務や対人関係に着目した従来の職業性ストレス研究

に新しい知見をもたらすと考えられる。 

 組織内自尊感情は、ワーク・エンゲイジメントを高める強いポジティブ要因であること

が明らかになり、国際規模で最低水準にある日本人従業員のエンゲイジメントを今後高め

ていくうえで組織内自尊感情が果たす役割は大きいと考えられる。一方組織シニシズムは、

憂うつ感と身体愁訴の両方に大きな規定力を示し、組織シニシズムを低減することが従業

員の心身の健康向上を図るうえで有効であることが示された。従業員の Well-Being 実現に

は、組織内自尊感情と組織シニシズムの両方にアプローチすることが求められる。今後、

健康心理学的視点に立った予防の観点から、企業は組織内自尊感情と組織シニシズムを組織

環境に対する従業員の心理的適応状態として捉え、組織の健康度を測るバロメータとして活用

できると思われる。 

 本研究では、従業員の Well-Being に職位という組織階層が大きな影響を持つことが示さ

れた。一般社員は、役職者と比べて組織サポートの知覚が低かったが、その背景には、一

般社員は役職者よりも組織から受け取る社会情緒的資源に不足を感じており、また組織と
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自己の相互義務に対する理解により大きな不適合が生じている可能性が考えられる。その

ことが、役職者と比べて一般社員の組織内自尊感情とワーク・エンゲイジメントが低く、

組織シニシズムと憂うつ感が高いという結果につながったと考えられる。社会情緒的資源

の不足や不適合を軽減する手段として組織コミュニケーションを検討したところ、従業員

の貢献に対する組織の評価と組織の方針、目標、人事政策といった情報が組織サポートに

関連しており、また組織の情報提供に対する従業員の満足度には、上司との関係が強い影

響を示した。さらに、経営層の従業員に対するコミュニケーションや関わりが組織サポー

トに影響することが示された。これらの結果を踏まえ、組織コミュニケーションを対象に

組織サポートを強化する介入案を作成したことは、今後組織レベルで従業員の Well-Being

介入を実践するうえで１つの方向性を示すものと考えられる。 

 最後に、本研究の限界として Web 調査会社のモニターを対象としたこと、横断研究によ

って因果関係を検討したことなどに言及し、これらを克服するための課題について述べた。
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